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1.　はじめに

現代社会は，あらゆるものが変化し，不確実性，
複雑性，曖昧さが増しています。コロナ禍のよう
に突如発生するパンデミックや急速に進む技術革
新など，予測困難な事象が多数存在し，明確な未
来を見通すことは極めて難しい状況です。しか
し，未来は必然的にもたらされるものではなく，
私たちが積み重ねる意志決定により作り上げるべ
きものではないでしょうか。

国土交通省では，ポストコロナの新しい生活様
式を見据えながら，社会資本整備審議会道路分科
会基本政策部会の提言として，「2040 年，道路の
景色が変わる」と題し，道路政策を通じて実現を
目指す未来・社会像と中長期的な政策ビジョンを
とりまとめました。

本ビジョンの策定に当たっては，有識者の意見
に加え，新たな試みとして中堅職員の提言も反映
するなど，これまでとは異なるプロセスを採用し
ています。本稿は，ビジョンの概要について紹介
するものです。

2.　道路の役割再考
〜「進化」と「回帰」〜

2015 年 9 月の国連サミットで採択された，
2030 年までに持続可能でよりよい世界を目指す

「SDGs」は，「誰一人取り残さない」をスローガ
ンとして掲げ，地球上のすべての人々の幸せの実
現を目指すものです。本ビジョンでも，「人々の
幸せの実現」を道路政策の原点に置き，道路が果
たすべき役割を再考しました。

道路の役割の 1 つは，移動のための空間の提供
です。過去 20 年間の道路政策を振り返れば，移
動の効率性，安全性等の社会的課題に改善が見ら
れるものの，解消までには至っていません。一
方，現在は技術革新により，人・モノ・サービス
の移動の効率性，安全性を極限まで高めた道路へ
進化するチャンスを迎えているといえます。

また，道路は，人々が交流しコミュニケーショ
ンを育む場でもあります。かつて道路は，子供の
遊び場や大人の井戸端会議の場としても活用され
ていました。私たちの幸せの実現のためには，道
路を人々が滞在し交流できる空間に回帰すること
が求められています。

道路ビジョン
「2040 年，道路の景色が変わる
〜人々の幸せにつながる道路〜」について

国土交通省 道路局 企画課
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3.　道路の景色はどう変わる？
〜 5 つの将来像〜

ビジョン策定に当たり，デジタル革命の進展，
価値観やライフスタイルの多様化等に伴い，私た
ちの「移動」がどのように変わり，「道路の景色」
がどう変化するのか，5 つの将来像を予測しました。

⑴　通勤帰宅ラッシュが消滅
通信の高速大容量化が進展しバーチャルコミュ

ニケーションが可能となり，満員電車による通勤
等の義務的な移動が激減すると予測されます。居
住地から職場までの距離制約がなくなり，自然や
観光資源の豊かな郊外や地方への移住・定住が増
加するでしょう。
⑵　公園のような道路に人が溢れる

旅行や健康のためのウォーキング等，楽しむ移
動が増加すると予測されます。道路空間が，人が
外出したくなる壮大な「アメニティ空間」となり，
道路空間が変わることで，まちそのものの景色も
変わるでしょう。
⑶　人・モノの移動が自動化・無人化

自動運転の普及により，交通事故が劇的に減少
するとともに，マイカー所有からシェアリングが
中心となると予測されます。自動化の進展が無人
物流を普及させ，「小型自動ロボット」等が道路
を走り回るでしょう。
⑷　店舗（サービス）そのものが移動

完全自動運転化により，飲食店や医院などの小
型店舗型サービスが道路上を移動するようになる
でしょう。中山間地域では，移動小型店舗が道の
駅等と連携し，買い物や医療などの日常生活を支
えるでしょう。
⑸　災害時に被災する道路から救援する道路へ

災害発生時には道路ネットワークが速やかに災
害モードに切り替わり，避難，救援，物資輸送等
に係る交通が確実にモニタリング・誘導され，人
命救助，被災地の速やかな復旧に最大限，力を発
揮するでしょう。

4.　道路行政が目指す「持続可能な
社会の姿」と「政策の方向性」

前章のシナリオを踏まえ，概ね 20 年後を見据
え，道路政策を通じて実現を目指す 3 つの社会像
と政策の方向性を提案しました。

⑴　日本全国どこにいても，誰もが自由に移動，
交流，社会参加できる社会
今後，都市でも中山間地域でも人口は減少しま

すが，そこに住む人の生活・生業が持続可能とな
るような地域社会を形成する必要があります。新
技術を活用し道路サービスを高度化することで，
すべての人が交通事故や渋滞の心配なく自由に移
動し，交流や社会参加することにより幸せを実感
できる社会の構築を目指します。
①　国土がフル稼働し，国土の恵みを享受

全国を連絡する幹線道路ネットワークと高度な
交通マネジメントにより，日本各地で人が自由に
居住し，移動し，活動する（図－ 1）。
②　マイカーなしでも便利に移動できる道路

マイカーを持たなくても便利に移動できるモビ
リティサービス（MaaS）がすべての人に移動手
段を提供する（図－ 2）。
③　交通事故ゼロ

人と車両が空間をシェアしながらも，安全で快
適に移動や滞在ができるユニバーサルデザインの
道路が，交通事故のない生活空間を形成する（図
－ 3）。
④　行きたくなる，居たくなる道路

まちのメインストリートが，行きたくなる，居
たくなる美しい道路に生まれ変わり，賑わいに溢
れたコミュニティ空間を創出する（図－ 4）。
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図－ 1　  「国土がフル稼働し，国土の恵みを享受」の
具体イメージ

・走行性や耐災害性を備えた幹線道路ネットワークが全国を
連絡し，骨格となる幹線道路に設置された自動運転車の専
用道等で自動運転道路ネットワークを形成

・道路インフラがコネクテッドカーに対し，交通状況，利用
可能な駐車場，休憩のための立ち寄り施設等の情報を車両
単位で提供し，最適経路に案内

・AI による需要予測を活用した経路や利用時間帯の分散
と，リバーシブルレーン等の可変式道路構造が，繁忙期の
高速道路の渋滞を解消

・料金所を必要としないキャッシュレス料金システムが，区
間，車線，時間帯別の変動料金により混雑を解消し，高速
道路の稼働率を最大化

幹線道路ネットワークに設置 
された自動運転車の専用道

道路インフラがコネクテッド
カーを最適経路に案内

様々な交通モードの接続・乗り換え拠点（モビリティ・ハブ）

・様々な交通モードの接続・乗換拠点（モビリティ・ハブ）
が道路ネットワークに階層的に整備され，自動運転バス・
タクシー，小型モビリティ，シェアサイクル等のシームレ
スな利用が実現

・道の駅等を拠点に提供される無人自動運転乗合サービス
が，中山間地域において高齢者等の移動手段を提供

・オンデマンド自動運転車の利用者に対し，到着時間や利用
可能な乗降スペース等の情報を提供することで，高齢者や
障がい者等にドアツードアの移動サービスを提供

・バスタの整備や SA/PA の乗り継ぎ拠点化により，高速バ
スサービスが全国ネットワーク化

図－ 2　  「マイカーなしでも便利に移動できる道路」 
の具体イメージ

中山間地域の暮らしを支える道の駅

・道の駅が自動運転サービス拠点や子育て応援施設等，あら
ゆる世代が利用する地域センター機能を提供

・通過車両を環状道路等に誘導・迂回させ，まちの中心とな
る道路を人中心の空間として再生。オープンカフェやイベ
ントが催される，楽しく，安全で，地域の誇りとなる道路
空間が創出

・緑地帯や雨庭（雨を一時的に貯めて浸透させる庭）等のグ
リーンインフラが，雨水の流出抑制，ヒートアイランド現
象の緩和，憩いの場の提供等により，快適な道路空間を形
成

・無電柱化とともに，照明，標識，防護柵，舗装等のデザイ
ンが刷新され，沿道の建築物とも調和した美しい道路景観
が創出

図－ 4　  「行きたくなる，居たくなる道路」の具体 
イメージ

安全性や快適性が確保された生活道路

・ライジングボラード等が生活道路への通過交通の進入を制
限するとともに，速度制限機能を備えた車が普及

・防護柵や段差等の障害物をなくし，横断距離を短くした横
断歩道や休憩用のベンチ等を設置することで，誰もが歩き
やすい空間を構築

・コネクテッドカーから得られる走行データを活用して，安
全運転するドライバーの保険料を低減する仕組みが普及
し，ドライバーの運転マナーが改善

・「生活道路は人が優先」という意識が国民に深く浸透する
ことで，子供が遊べ，高齢者が散歩・休憩し，大人が立ち
話をできるような道路空間を形成

図－ 3　「交通事故ゼロ」の具体イメージ
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⑵　世界と人やモノが行き交うことで経済の活力
を生み出す社会
社会の持続可能性を高めるためには，経済成長

が不可欠です。海外から人・モノ・サービスを呼
び込み，国内に広く流動させるとともに，日本か
らも海外へ人・モノが積極的に進出することで，
経済の活力を生み出す必要があります。世界と人
やモノ，サービスが行き交う活力あふれる社会の
構築を目指します。
⑤　世界に選ばれる都市へ

卓越したモビリティサービスや賑わいと交流の
場を提供する道路空間が，投資を呼び込む国際都
市としての魅力を向上させる（図－ 5）。
⑥　持続可能な物流システム

自動運転トラックによる幹線輸送，ラストマイ
ルにおけるロボット配送等により省人化された物
流システムが，平時や災害時を含め持続可能なシ
ステムとして機能する（図－ 6）。
⑦　世界の観光客を魅了

日本風景街道，ナショナルサイクルルート，道
の駅等が国内外から観光客が訪れる拠点となり，
多言語道案内等のきめ細かなサービス提供によ
り，外国人観光客や外国人定住者の利便性・満足
度が向上する（図－ 7）。

ロボット配送によりラストマイル輸送を自動化・省力化

・国際海上コンテナ貨物の増加や，船舶の大型化等による基
幹航路の再編等に対応し，幹線道路ネットワークの機能や
港湾等との連絡が強化された国際物流ネットワークが形成

・幹線道路や物流拠点等から得られる物流関連ビッグデータ
が，データプラットフォームを通じて物流の共同化等を支援

・専用道路とそれに直結するインフラ（連結・解除拠点，充
電スポット・水素ステーション等）が高速道路に整備され，
隊列走行や自動運転トラック輸送が全国展開

・ロボットやドローン配送等を可能とする道路空間とその 
3 次元データ，利用ルールが整備され，ラストマイル輸送
が自動化・省力化

図－ 6　「持続可能な物流システム」の具体イメージ

曜日や時間帯に応じて道路空間の使い方が変わる路側マネジメ
ント

・環状道路整備による都市内の通過交通の排除，道路ネット
ワークの空間再配分，モビリティ・ハブの整備，駐車場ス
ペースの転用等により，自動運転や MaaS に対応した新
しい都市交通システムが実現

・可変型の道路表示等を活用して道路と沿道民地を一体的に
運用。曜日や時間帯に応じて，自動運転車の乗降スペー
ス，移動型店舗スペース，オープンカフェ等に変化する路
側マネジメントが普及

・道路上空や地下空間を活用した立体開発，路上での大規模
イベントや先端技術実証等，民間と連携して新しいビジネ
スや賑わいが道路空間から創出

・サイバー空間に再現した道路や周辺インフラのデジタルツ
インと，コネクテッドカーや MaaS 等から得られる交通
ビッグデータにより，リアル空間の都市交通オペレーショ
ンが最適化

図－ 5　「世界に選ばれる都市へ」の具体イメージ
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⑶　国土の災害脆弱性とインフラ老朽化を克服し
た安全に安心して暮らせる社会
災害は日本が持続的な成長を目指す上で大きな

課題です。国土の災害脆弱性や気候変動，インフ
ラ老朽化という課題を克服し，誰もが安全に安心
して暮らせる社会の構築を目指します。
⑧　災害から人や暮らしを守る道路

激甚化・広域化する災害に対し，耐災害性を備
えた幹線道路ネットワークが被災地への人流・物
流を途絶させることなく確保し，人命や経済の損
失を最小化する（図－ 8）。
⑨　道路交通の低炭素化

電気自動車や燃料電池自動車，公共交通や自転
車のベストミックスによる低炭素道路交通システ
ムが，地球温暖化の進行を抑制する（図－ 9）。
⑩　道路ネットワークの長寿命化

新技術の導入により効率化・高度化された予防
保全型メンテナンスにより，道路ネットワークが
持続的に機能する（図－ 10）。

耐災害性が強化された幹線道路ネットワーク

・太平洋・中央・日本海の縦貫道，これらを連絡する横断道，
都市圏の環状道路において，トンネル，橋梁，盛土等の構
造物の耐災害性能を統一的に確保し，災害時にもネットワ
ークとして速やかに機能

・無電柱化された道路が停電なく電力供給や通信を確保し，
緊急輸送道路としても機能

・AI カメラ等が交通の状況を常時モニタリングし，災害や
パンデミック発生時には情報提供や交通誘導により人流・
物流を最適化

・災害モードの高速道路が，浸水エリアにおける避難スペー
ス，被災地アクセス用の緊急出入口を提供。道の駅や
SA/PA 等が，避難場所，救援拠点，物資中継基地として
機能

図－ 8　  「災害から人や暮らしを守る道路」の具体 
イメージ

デジタル案内やスマホアプリ等による多言語の道・まち案内

・ビュースポットや休憩施設の整備，統一性ある案内，みち
に関わる歴史や文化の発信等により，道路そのものが観光
資源化

・外国人がはじめて訪れる場所でも安心して観光できるよ
う，デジタルサイネージやスマホアプリ等による多言語の
道・まち案内や，高速道路・道の駅・駐車場・燃料ステー
ション等におけるすべての決済のキャッシュレス化を実現

・観光地やアクセス道路の現況や混雑予測情報を提供するこ
とで，観光客の訪問日時や訪問地の分散を図り，オーバー
ツーリズムが解消された持続可能な観光が実現

・国際直行便が発着する地方空港やクルーズ船寄港地と幹線
道路ネットワークの連絡が強化され，広域周遊観光ルート
が形成

図－ 7　「世界の観光客を魅了」の具体イメージ

BRT（バス高速輸送システム）や自転車等を中心とした 
低炭素な交通システム

・道路インフラの電源が再生可能エネルギーに転換。新技
術・新材料の活用や緑化等により，道路の整備から管理に
至るライフサイクル全体を通じて二酸化炭素の排出が抑制

・非接触給電システムや水素ステーションが，道路施設とし
て適正配置され，電気自動車や燃料電池車への転換が加速

・低炭素公共交通システムとして，自動運転化された BRT
（バス高速輸送システム）や BHLS（路面電車なみの機能
を備えた次世代バスサービス）が専用レーンを運行

・シェアサイクルポート，駐輪場，自転車道ネットワーク
等，安全で快適な自転車利用環境が整備

図－ 9　「道路交通の低炭素化」の具体イメージ
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5.　ビジョン実現に向けた課題

ビジョンを実現するためには，次に示す課題に
ついて議論を深め，具体的に取り組む必要があり
ます。

⑴　道路行政のデジタルトランスフォーメーショ
ン
Society 5.0 の実現のため，道路行政において

も，計画・整備・運用・維持管理等の一連の業務
プロセスのデジタル化，スマート化を推進し，業
務の効率性改善や新たな価値創出に取り組む必要
があります。
⑵　ビッグデータや AIの利活用

交通やメンテナンス等のビッグデータの取得や
利活用を産官学が連携して推進し，ビッグデータ
のプラットフォーム構築やルールづくりを行うと
ともに，データサイエンスに係る技術力向上を図
る必要があります。

⑶　新技術の開発・活用
オープンイノベーションを推進するとともに，

新技術を積極的に活用する必要があります。道路
はインフラとしての従来の役割に加え，人やモビ
リティと生活をつなぐ通信・エネルギーインフラ
としての役割が重要となります。そのため，産官
学が連携して戦略的に研究開発を行う体制を構築
する必要があります。
⑷　多様な主体・計画との連携

国民や利用者の方々から道路空間のあり方につ
いて幅広く意見を聴取する必要があります。道路
協力団体等から地域独自の知恵をいただくことも
重要です。道路を通じ，住民の方々に道路との関
わりを感じてもらう工夫を検討していく必要があ
ります。
⑸　本ビジョンに対する理解と共感

道路ストックを最大限活用するため，ソフト施
策の充実を図る必要があります。 道路に対する
愛着を持っていただくため，道路の歴史や文化的
価値の発信も含め分かりやすい情報発信やコミュ
ニケーションに努めます。
⑹　予算・財源

道路の着実な整備・管理のため，安定的・持続
的な財源の確保が重要です。今後増大が予想され
る道路の維持修繕・更新の費用の他，自動運転や
コネクテッドカーの進展に伴い増大するデータ通
信費用の負担のあり方についても検討が必要で
す。受益と負担の考え方により，必要な予算・財
源について検討する必要があります。

6.　おわりに

本ビジョンにより，皆さまとともに，将来の道
路の役割や景色をどう変えていくべきかを考える
きっかけにしたいと考えています。道路政策関係
者のみならず，関係省庁，地方公共団体，産業
界，大学等研究機関，民間団体等とも議論や連
携，具体的取り組みを進め，道路政策のさらなる
深化につなげていく所存です。

道路清掃，落下物回収等の維持管理作業を自動化

・AI や新たな計測・モニタリング技術，施工手間を縮減す
る新材料，点検箇所を減らす新構造等の活用により，道路
の点検・診断が自動化・省力化

・道路管理用車両等の自動化により，道路清掃，落下物回
収，除草，除雪等の維持管理作業が省力化

・道路管理者が連携して計画的な点検・修繕，道路施設の集
約化・機能縮小を行うことで，地域の道路ネットワーク機
能が持続的に維持

・道路協力団体等が参画し，地域の道路のきめ細かな維持管
理が実現

図－ 10　  「道路ネットワークの長寿命化」の具体 
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